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内容

1. グローバル市場を目指す意味

2. 国際競争力強化に向けて日本の抱える課題

3. 今後の方向性



2/xxxx

1. グローバル市場を目指す意味
世界市場は2つの異なる領域に分かれている
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1. Gross domestic product based on purchasing-power-parity (PPP) valuation of country GDP, projections made in Apr 09
2. Average cost of manufacturing labor per hour (pay and non-pay costs)
Source: IMF World Economic Outlook Apr 09; EIU Market Indicators and Forecast; BCG分析

• 世界経済上の規模
• 労働力供給地
• 消費地
• 輸出国
• 研究開発基地
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1. マス富裕層: 世帯年収10万元 (約140万円) 以上の世帯
Source: 人口統計、BCG分析
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中間層のいる都市は新興国を中心に今後も増えていく
（例示）中国においてマス富裕層1)人口が10万人を超える都市
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アジアを中心に、社会インフラは今後更に大きく伸びる
グローバル社会インフラ投資の動向 (1990～2020年)

Note: 社会インフラ: 交通 (道路・橋・空港・鉄道)・公共衛生 (リサイクリング・治水・上下水道)・エネルギー (エネルギーネットワーク) ・非居住用建築物・居住用建築物
Source: Global Insight; BCG分析
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2020年の市場規模は50兆円以上と予想される
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環境を意識したインフラ整備には、情報通信やソフトウェア等の
プレーヤーの働きが不可欠
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• 電力会社IT: SAP
• 各分野のメーカ

ー: 自動車OEM、
住宅メーカー、
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• 石油会社
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（例示）エネルギーマネジメント回りの状況（例示）エネルギーマネジメント回りの状況 日系以外の主要プレーヤー日系以外の主要プレーヤー
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（例示）売上高1兆円以上で海外比率50%以上の日本企業
50%を達成しているのは約30社（2008年）で、まだ成長の余地はある
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2. 国際競争力強化に向けて日本の抱える課題
日本企業の抱える課題：大手を含む既存の企業

• 新興国中間層向けには新たな商品が必要だが、日本国内の市場が未だ無視で
きない大きさであるため経営資源配分が難しい

– 人材や開発費を新興国対応に大胆に配分することは足元の業績を考えると
やりにくい

• 得意なのは顧客のニーズに合わせた作りこみだが、価格が高くなってしまう

– プロダクトでなくソリューションを売ろうとする時に特に解が見つからなくなる

• 企業の中が部門に分かれていて「総合力」発揮が難しい

– 産業構造の転換の先手を取る組織構造やマインドの変更は容易ではない

– 新しい産業構造に対処するための横串組織が作られているが、事業部門と
しては実績を作っている最中であり、社内的にイニシアチブを取りにくい

• 新興国に進出すれば成功しそうだが、事業を管理する制度上は一層リスクが取
りにくくなる傾向がある

等
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日本企業の抱える課題：ベンチャーも含む日本企業

• ベンチャー振興に不可欠な、資金面以外の育成環境や人材が不足している

– シリコンバレーには資金提供者だけでなく、ベンチャー専門の法律事務所、
会計事務所等もあって企業運営が容易になっている

– 要素技術やビジネスモデルを発案するだけでなく、事業を大きく伸ばす営業
人材、管理系人材や経営人材が不足している

• 受注・販売やアライアンス等の契約には改善余地が大きい

– 契約や事前合意の表現等があいまいで、結果的に不利益を被ることが少な
からずある

– 「モノからサービスへ」という流れが強まるにつれ、一層SLA（Service Level 
Agreement)等、契約の作り方の巧拙が問われるようになるが、手法は未確
立である

• 日本独特の「商社」が担っている役割（情報収集、資金調達、与信、契約等）を、
商社が対応しきれない中堅、中小事業者が自ら行うのは困難である
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3. 今後の方向性
今後の企業経営や制度設計の方向性

• 企業としては製品やサービス開発時に国内以外の市場も含めて検討する

– 製品スペック、サービス、プライシングで思い切った割り切りも必要（例：種類を極端に
少なくする、基本サービス以外はすべて有料 等）

– 特殊仕様を一般化するプロセスに投資する

• ルールを作る側に回ったり、知財で収益を得たりする発想を身につける・強化する

– 全体をコーディネートする立場を目指す（例：シンガポールKeppel社）

– 新規領域では競合に先がけて事業化を行い広く普及させることに注力し、標準を取る
ことを目指す

– 特区の活用

• プロダクトではなくソリューションを売る、は言葉としては定着したが、そのための環境整備
を今後は強化する

– 新事業を育成するための環境、制度

– 人材の活用、育成 等


